
富山県とＡＮＡホールディングス株式会社との包括連携に関する協定書 

 

富山県（以下「甲」という。）とＡＮＡホールディングス株式会社（以下「乙」とい

う。）は、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲及び乙が相互の情報を有効に活用し、緊密な連携を図り、富

山空港の利用を促進することにより、関係人口の拡大や地域活性化を図ることを目

的とする。 

 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について連携し、協

力するものとする。 

（１）富山空港の利用促進に関すること 

（２）観光振興に関すること 

（３）県産品の振興・販路拡大に関すること 

（４）ＵＩＪターン、移住定住の促進に関すること 

（５）新産業創出に向けた連携に関すること 

（６）災害時支援に関すること 

（７）その他関係人口の拡大や地域活性化に関すること 

２ 前項各号に定める事項を効果的に推進するため、甲と乙とは定期的に協議を行う

ものとし、具体的な取組内容及び実施方法については、甲乙協議の上、取組みごと

に別途取り決めるものとする。 

３ 第１項各号に定める事項を推進するにあたっては、甲と乙は、県内市町村との連

携が図られるよう努めるものとする。 

 

（期間） 

第３条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間

満了の１箇月前までに甲又は乙から書面による特段の申し出がなければ、有効期間

が満了する日から１年間この協定を延長するものとし、その後も同様とする。 

２ 前項ただし書きによる延長について、締結日から５年を超える場合は、あらため

て協定を締結するものとする。 

３ 甲又は乙のいずれかがこの協定の解約を希望する場合は、解約予定日の 1箇月前

までに書面をもって相手方に通知することにより、この協定を解約できるものとす

る。 

 

（協定の見直し） 

第４条 甲又は乙のいずれかが、この協定の内容変更を申し出たときは、その都度協

議の上、書面による合意によりその変更を行うものとする。 

 

 

 



（守秘義務） 

第５条 甲及び乙は、この協定の実施により知り得た相手方の秘密を他に漏らしては

ならない。 

２ 甲及び乙は、この協定が理由の如何を問わず終了した後も、前項に規定する義務

を負うものとする。 

 

（疑義の決定） 

第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関して疑義等が生

じた場合は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名の上、各自そ

の１通を保有するものとする。 

 

 

令和４年３月 25日 

 

甲 富山県富山市新総曲輪１番７号      

富山県知事 

 

    新田 八郎（自署） 

 

 

 

 

乙 東京都港区東新橋１丁目５番２号 

ＡＮＡホールディングス株式会社 

代表取締役社長  

 

片野坂 真哉（自署） 

                    

 


